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１．統計調査データのインターネットでの提供状況について（事前 web-site 調査項目） 

注１）対象は産業関連の主要統計データ３つ（例：工業統計、商業統計、生産動態指数）） 

注２）ノルウェー、韓国、フランスに関しては、母国語での公開の現状を調査する 

注３）本項目のねらいは現状を定量的に把握・分析することよりも、代表的な統計データの定性

的な傾向を把握すること 

 

調査対象データ① データ名称：US Census 2000 Demographic Profiles 

提供省庁：US Census 

Bureau 

URL：http://www.census.gov/main/www/cen2000.html 

階層構造の現状 Agency home>>Census 2000 Gateway>>demographic profiles>>search 

field (by region)>>data 

提供データのファイ

ル形式（複数回答可） 

□excel   pdf   □csv   

□その他（具体的に→       ） 

時系列公開の現状 □有 無  時系列データの提供（年ごとにテーブルが表示されてい

る） 

□縦方向  □横方向   時系列の取り方（上記「有」の場合） 

検索システムの有無 □ 有       無   

有の場合その内容  

必要データにたどり

着く過程で表示され

る URL はユニークか 

 ユニーク      □ ユニークでない（表示が変化せず） 

※日本では、ポータルサイトの URL が表示され続け、他人に URL でデータの所在を

伝えることが困難なケースがある 

左記の情報提供 

（有、無いずれかのボ

ックスをチェックす

る） 

有 □無  統計の解説（基本的調査事項の変更含む） 

有 □無  誤差情報 

有 □無  調査項目の定義 

有 □無  公表日（予定を含む）1 

□有 無  統計調査結果の（一歩踏み込んだ）解説・解釈 

□有 無  グラフ表示機能 

                                                  
1 データの公表日は発表しているが、今後の予定は含まれていない。 

調査対象国名 米国 調査対象省庁・課 US Census Bureau, Economic 

Directorate of the Bureau 

ヒアリング日

時 

8 月 22 日 ヒアリング場所 ロンドンから電話にてヒア

リング。 

応対者役職 Ms. Donna Hambric （ Economic 

Directorate of the Bureau 広報担

当） 

e-mail: 

Donna.Lee.Hambric@census.gov; 

tel:  +1.301.763.2639)   

応対者氏名 Robert Kelly 
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□有 無  メッシュデータ提供 

有 □無  Ｑ＆Ａの充実 

有 □無  内外関連情報へのリンク（海外関連情報や国内産業界サイト）

有 □無  データ購入・申し込み方法 

統計教育ページ □ 有       無   

有の場合その内容  
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調査対象データ② データ名称：Housing Data and Home Ownership 

提供省庁： 

US Census Bureau 

URL：http://www.census.gov/hhes/www/housing/hvs/hvs.html 

階層構造の現状 
Agency home >> selection of relevant topics >> data home page >> 

data by graph or table 

提供データのファ

イル形式（複数回答

可） 

□excel   □pdf   □csv   

その他（具体的に→  HTML     ） 

時系列公開の現状 □有 無  時系列データの提供（年ごとにテーブルが表示されている）

□縦方向  □横方向   時系列の取り方（上記「有」の場合） 

検索システムの有

無 
 有      □ 無   

有の場合その内容 Google を利用したキーワード検索 

必要データにたど

り着く過程で表示

されるURLはユニー

クか 

 ユニーク      □ ユニークでない（表示が変化せず） 

※日本では、ポータルサイトの URL が表示され続け、他人に URL でデータの所在を

伝えることが困難なケースがある 

左記の情報提供 

（有、無いずれかの

ボックスをチェッ

クする） 

有 □無  統計の解説（基本的調査事項の変更含む） 

有 □無  誤差情報 

有 □無  調査項目の定義 

有 □無  公表日（予定を含む） 

□有 無  統計調査結果の（一歩踏み込んだ）解説・解釈 

有 □無  グラフ表示機能 

□有 無  メッシュデータ提供 

有 □無  Ｑ＆Ａの充実 

□有 無  内外関連情報へのリンク（海外関連情報や国内産業界サイト） 

□有 無  データ購入・申し込み方法 

統計教育ページ  有      □ 無   

有の場合その内容 データがどのようにして収集され、表示されているかについて説明されて

いる。 
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調査対象データ③ データ名称：E-Stats: Measuring the Electronic Economy 

提供省庁：US Census 

Bureau 

URL：http://www.census.gov/eos/www/ebusiness614.htm 

階層構造の現状 Agency home page >> E-Stats home >> selected presentations of 

data>> data by time period 

提供データのファ

イル形式（複数回答

可） 

excel   pdf   □csv   

その他（具体的に→    HTML   ） 

時系列公開の現状 有 □無  時系列データの提供 

□縦方向  横方向   時系列の取り方（上記「有」の場合） 

検索システムの有

無 
□ 有       無   

有の場合その内容  

必要データにたど

り着く過程で表示

される URL はユニー

クか 

 ユニーク      □ ユニークでない（表示が変化せず） 

※日本では、ポータルサイトの URL が表示され続け、他人に URL でデータの所在を

伝えることが困難なケースがある 

左記の情報提供 

（有、無いずれかの

ボックスをチェッ

クする） 

有 □無  統計の解説（基本的調査事項の変更含む） 

有 □無  誤差情報 

有 □無  調査項目の定義 

有 □無  公表日（予定を含む） 

□有 無  統計調査結果の（一歩踏み込んだ）解説・解釈 

□有 無  グラフ表示機能 

□有 無  メッシュデータ提供 

有 □無  Ｑ＆Ａの充実 

□有 無  内外関連情報へのリンク（海外関連情報や国内産業界サイト） 

□有 無  データ購入・申し込み方法 

統計教育ページ  有      □ 無   

有の場合その内容 四半期の統計データが報告書として公開されている。 
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２．政府がデータを提供している媒体について（ヒアリング調査項目） 

注１）対象は政府全体のデータまたはヒアリング対象省庁全体のデータ 

注２）本項目のねらいは現状を定量的に把握・分析することよりも、定性的な傾向を把握すること 

 

政府が関与している統計データ公開

に関する、インターネット、紙、

CD-ROM、磁気テープなどの媒体の活用

の方針 

現法には、公式な方針や政策はないが、US Census Bureau

は、電子フォーマットを中心としてデータを公開する方向

にある。紙媒体は、コストが高すぎる。(当局は、磁気テー

プの使用は廃止した。） 

（統計データ公開の）法律上の位置付

け 

 

当局は、US コードの title XIII を遵守しなければならな

い。 

http://www4.law.cornell.edu/uscode/html/uscode13/

usc_sup_01_13.html  

統計データ公開に関しては、1998 年の Rehabilitation 

Act の Section508 に示されている。 

ネットワークの発達していない地域

に対する統計データ提供の政府方針 

 

ネットワークが発達していない地域においては、要望に応

じて、紙媒体のデータを提供している。このような地域で

は、CD-ROM あるいは紙媒体の購読が可能である。 

政府の全ての統計データのうち、大よ

そ何割程度が、インターネット、紙、

CD-ROM 等で提供されているか 

明確な割合はわからないが、ほぼ 100％のデータは、イン

ターネット上で提供されている。1％未満のデータがその他

の媒体を通して提供されている。 
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３．データ提供の有償・無償について（ヒアリング調査項目） 

注１）対象は政府全体のデータまたはヒアリング対象省庁全体のデータ 

注２）本項目のねらいは現状を定量的に把握・分析することよりも、定性的な傾向を把握すること 

 

政府の統計データを利用する際の料金体

系（メディア別・データの対象範囲別・

データ量別・ユーザ属性別など） 

生産コストをカバーする料金体系が立てられている。

有償のものがある場合、料金はどこの収

入になるか（国、委託先の外郭団体・民

間企業） 

生産コストをカバーする料金体系が立てられている。

民間企業に委託した場合は、委託業務のコストもカバ

ーされている。 

紙・CD-ROM の値段一覧 

 

以下のサイトを参照。 

https://censuscatalog.mso.census.gov/esales/st

art.swe?SWECmd=Start 

インターネットで提供するデータの利用

に対する課金の考え方（すべき・すべき

でない、その理由） 

特になし。 
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４．民間機関との関係整理（ヒアリング調査項目） 

注１）対象は政府全体のデータまたはヒアリング対象省庁全体のデータ 

注２）本項目のねらいは現状を定量的に把握・分析することよりも、定性的な傾向を把握すること 

 

統計データ作成及び提供業務での、外郭

団体や民間企業活用方針（官民の役割分

担、「民業圧迫」に関する政府のスタン

スなど） 

 

民間あるいは政府の外郭団体に、以下の業務を委託し

ている。 

印刷、フォームのデザイン、データ管理、データ分析、

広告方法のレビュー 

統計データ作成及び提供にかかる予算、

人員の現状（と推移） 

（推移については、５年前との比較での

増減傾向） 

 

 

インタビュー担当者は、Economic Census に関する例に

ついてのみ解答することが可能である。2002 年の

Economic Census は、320,000 ドルの費用がかかった。

2007 年のものは、500,000 ドルの予算が当てられてい

る。コストの増加は、職員数の増加とインフレが原因

である。 

統計データ作成業務・提供業務を行う外

郭団体、民間企業の有無 

民間企業（IBM）にデータ管理を委託している。 

（有の場合）外注（民間委託）の業務内

容・予算額の現状（できれば推移） 

（推移については、５年前との比較での

増減傾向） 

 

 

IBM の主要業務は、「America Fact Finder」サービスの

デ ー タ 管 理 で あ る 。 ( 次 の URL を 参 照 ：

http://factfinder.census.gov/home/saff/ 

main.html?_lang=en）業務内容・予算額の推移につ

いては回答不可能。 

統計データ作成業務を外郭団体や民間

企業が行う場合の著作権の取り扱い. 

 

委託機関は著作権をもっていない。 
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５．提供データに係る個別課題（ヒアリング調査項目） 

注１）対象は政府全体または対象省庁でのデータのインターネット公開 

注２）本項目のねらいは現状を定量的に把握・分析することよりも、定性的な傾向を把握すること 

 

外国語でのデータ提供のベースにある

ポリシー（または法令） 

 

特別なポリシー、法令はないが、プエルトリコのため

に、スペイン語でデータが提供されている。 

自国語で提供している統計データのう

ち外国語での提供割合（概算） 

 

公開データのうち 1％以下のデータが外国語で提供さ

れている、 

 

ユーザサポート体制のベースにあるポ

リシー（または法令） 

 

特になし。 

 

具体的なユーザサポート体制の概要 

 

メリーランド州のオフィスに、ユーザサポート専用の

電話回線が設けられている。また国内にある 12 の支局

においても、電話にて、問い合わせに応えている。 

専門のサポート組織の有無 

 

メリーランド州のオフィスにユーザサポートオフィス

がある。 

上記のサポートにかかる予算・人員の現

状 

回答不可能。 

過去統計の修正情報提供のベースにあ

るポリシー（または法令） 

特になし。 

紙媒体、CD-ROM で提供された過去統計

の修正情報の対応方針 

新規データの脚注に、過去統計の修正情報が記載され

ている。 

（インターネット上の）統計教育機能提

供ポリシー（または法令） 

特になし。 

統計調査の個票データの提供の有無 

 

□ 有       無   

 

有の場合その条件 

  

有の場合個人情報保護への配慮の内容 
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小売販売統計は、「Advance Monthly 

Retail Trade & Food Services」「Monthly 

Retail Trade and Food Services 」

「Annual Retail Trade Survey」の３種

類実施しているが、３調査の役割と関係

は？ 

具体的な関係について、担当者では回答不可能。 

「Advance Monthly Retail Trade & Food 

Services」の調査票のうち、fax 調査用

調査票に売上金額欄が２項目設定され

ているが、何時時点の売上金額を記入し

てもらうのか。(例えば、当月と翌月の

予測値の２月分か？) 

担当者では回答不可能。 

「Advance Monthly Retail Trade & Food 

Services」について、 

・調査の標本設計（母集団及び標本抽出

方法）の「Monthly Retail Trade and Food 

Services」との相違点 

・毎月公表している報告書の数値には、

当月(a)、前月(p)、前々月(ｒ)と注意書

きが付してあるが、調査数値が確定する

のは調査月から何ヶ月後か。 

・確定とする基準及び根拠は何か。 

・確定前の公表値が確定後に異なるのは

主にどういう理由か。 

・確定前の推計方法は。 

担当者では回答不可能。 
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６．統計データユーザのニーズを把握する仕組みについて 

 

 

 

 

 

 

統計データの提供・公表方法について、

ユーザニーズを反映させる仕組みがあ

るかどうか 

（有、無いずれかのボックスをチェック

する） 

有 無 

 □  パブリックコメント 

 □  審議会 

 □  アンケート・ヒアリング調査 

 □  苦情や要望等の受付窓口（サイト上） 

 □  その他 

（→インハウスの IT スペシャリストが、ウェブサイト

のアクセス件数を含めたトラフィックデータを分析し

ている。） 



 46 

□調査対象データ① US Census 2000 Demographic Profiles 

1.  

 

 

2.  
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3. 

 

 

4. 

 

 

 

 

 

 

Selection of demographic

area will lead to data in
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5. 
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□調査対象データ② Housing Data and Home Ownership 

 

1. 

 

 

2. 
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3. 
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4. 
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5. 
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□調査対象データ③ E-Stats: Measuring the Electronic Economy 

 

1. 

 

 

2. 

 

3 へ 4 へ 
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3. E-Stats/Text leads to this site 

 

 

4. E-Stats/Tables leads to this site:  

 

 

 

 

 

5 へ 

6 へ 
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5. E-Stats/Tables/PDF Formatted File leads here: 

 

 

6. E-Stats/Tables/Excel Formatted Files leads here: 

 

 

7 へ 
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7. Excel Formatted Data 
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